A Study of Causation in English Criminal Law by 里見 聡瞭



















































解刑事篇昭和 63 年度 277 頁。















































44 条〕』（青林書院、1989 年）115 頁以下〔岡野光雄〕参照。
3）　SMITH & HOGAN’S CRIMINAL LAW 91（14th ed. David Ormerod & Karl Laird 
2015）では「sine qua non」という言葉を用いた説明がなされている。
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6）　A. ASHWORTH & J. HORDER, PRINCIPLES OF CRIMINAL LAW 106（7th ed. 2013）
. 邦訳は、田坂晶（訳）「Ａ・アシュワース＆Ｊ・ホーダー『刑法の原理（第 7 版）』
（4）」同志社法学 69 巻 8 号（2018 年）309 頁による。




















　また、例えば被告人 1 が被害者に致死量の 60％の毒を飲ませたとする。そ
して、その毒により被害者が無能力になっている間、被告人 1とは無関係な被
告人 2 が被害者ののどに弱い毒を注いで、被害者の死亡確率を 80％まで上昇
させ、その後、被害者が毒の影響で死亡したという事例の場合、被告人 2の寄
与についてそれがなければ被害者が死亡しなかったという証明はできないし、







11）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 107; CARD, CROSS&JONES, 
CRIMINAL LAW 57（22th ed. R.Card 2016）. 
12）　R v Jordan （1956）40 Cr App R 152.
13）　医療行為の介在という性質の具体的な検討は第二章を参照。
14）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 106.
15）　日本では条件関係の存在の有無を、刑法上の因果関係の有無の判断とリンクさせ
る条件説が存在する（現在ではその支持者はほとんどいない）。

















16）　SMITH & HOGAN’S, supra note（3）, at 91. 日本における「合義務的な択一的挙動」
にも関係する問題に言及している判例として、ダロウェイケース（R v Dalloway






17）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 94; A. ASHWORTH & J. HORDER, supra 
note （6）, at 106; CARD, CROSS&JONES, supra note （6）, at 58.
18）　例えば「常識を備えた人であれば見過ごすような最小限度の原因」である。A. 
ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at107. 邦訳は、田坂・前掲注（6）310 頁
による。























20）　R v Cato （1976）62 Cr App R 41, at 45. また近時の判例であるウィリアムズケー
ス（R v Williams［2010］EWCA Crim 2552）でも、無免許・無保険運転で人を死亡
させた被告人が有罪とされたが、その際、控訴裁判所は被告人の運転が「無視でき
る程度か些細なもの以上（more than negligible or de minimis）」である場合には原因
といえる、としている。
21）　R v Cato （1976）62 Cr App R 41, at 46.
22）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 106.
23）　R v McKechnie （1992） Crim LR194.















場合はどうであろうか。例えば、X と Y が互いの体をロープでつなぎ、険しい
山を登山していたところ、Y が絶壁から転げ落ちた。X の体も引っ張られたた





L　（2010）EWCA Crim 1249 , at 9.
25）　R v Smith ,Per Lord Parker CJ［1959］2 QB 35, at42-43.
26）　SMITH & HOGAN’S, supra note（3）, at 94. さらに、CARD, CROSS&JONES, supra 



























27）　R.M. PERKINS & R.N. BOYCE, CRIMINAL LAW 779（3rd ed. 1982）.
28）　このような原理は、やや極端な事例ではあるが、死にかけている者を訪れ、その
者と話すことによって疲労させることに寄与した場合や、死を促進させる鎮痛薬を
投与した場合にもおそらく適用されるであろう、とするのは SMITH & HOGAN’S, 
supra note（3）, at 94.
29）　Ibid. 前述の救急車事故事例も同様である。
30）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 102.


























とが予期される結果）」だからである。SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 96.
33）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 108． 
34）　Id., at 103.
35）　Ibid.


























38）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 104.
39）　第三者の介在行為が被害者の死を単に促進させる程度のものであった場合は、前
述の「実質的な要因」判断に包含されるであろう。























42）　H. L. A. Hart and T. Honorè, Causation in law 326（2nd, ed. 1985）邦訳として
H.L.A. ハート＝トニー・オノレ（井上祐司＝真鍋毅＝植田博共訳）『法における因果
性』（1991 年、九州大学出版会）; R v Pagett （1983）76 Cr App R279, at 339. A. 
ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 104 では「自律原理（principle of au-
tonomy）」とされている。

























44）　G. WILLIAMS, THE TEXTBOOK OF CRIMINAL LAW 391（2nd ed. 1983）. さらに
H. L. A. Hart and T. Honorè, supra note（41）, at 364-365 も参照。
45）　CARD, CROSS&JONES, supra note （6）, at 63.
46）　R v Girdler（2009）EWCA Crim 2666.






























のが「egg shell skull」原理あるいは「thin skull」原理（「thin skull」原理につ
いては「脆弱原理」とも訳される 47）。本論文では「egg shell skull（卵殻頭蓋骨）」
原理で統一する）である。この原理はしばしば「被告人は被害者をありのまま

















48）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 106; A. ASHWORTH & J. HORDER, supra 
note （6）, at 112.
49）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 112. 邦訳は、田坂・前掲注（6）
315 頁による。
50）　コモン・ローでは、禁止される挙動や行為を指す autus reus と、犯罪の意思的要
素を指す mens rea が犯罪成立のための構成要素とされている。
51）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 112.
























53）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 112; SMITH & HOGAN’S, supra 
note （3）, at 106.
54）　布団蒸し事件（最判昭和 46 年 6 月 17 日刑集 25 巻 4 号 567 頁）等。詳細につい
ては第二章参照。
55）　R v Blaue（1975）61 Cr App R 271.
























& HOGAN’S, supra note （3）, at 107.
58）　被告人が意図あるいは予見していたよりも重大な損害についての罪に問われるこ
とに対する防護柵がなくなるので、推定的な要素が強まるといった懸念も示されて
いる。A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 112.
59）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 113.













































































の子供の一人である 5 歳の Y がアヘンチンキ入りのボトルをとり、被害者に
多量に与えて服用させたところ、被害者は死亡した。裁判所は「無自覚な代理
60）　e.g., Robert Goff LJ ,Pagett（1983）76 Cr App R279 at 288; G. WILLIAMS, supra 




63）　R v Michael （1840） 9C&P356.
イギリスにおける因果関係論に関する一考察226
人」による投与は謀殺罪の成立を否定しないとして被告人は有罪となった。




















64）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 109; H. L. A. Hart and T. Honorè, 
supra note（41）, at 337.
65）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 110.
66）　Ibid.
67）　『大コンメンタール刑法　第 2 巻〔第 35 条～第 44 条〕』〔大塚仁＝河上和雄＝佐
藤文哉編〕（青林書院、1989 年）502 頁〔大塚仁〕参照。
68）　大審院大正 12 年 4 月 30 日刑集 2 巻 378 頁。
69）　R v Pagett （1983）76 Cr App R279.

























70）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 98.





























73）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 103.
74）　R v Jordan （1956）40 Cr App R 152.


























75）　R v Smith （1959） 2 QB 35.



























77）　R v Cheshire （1991）1 WLR 844.
78）　R v Cheshire （1991） 1 WLR 844, at 852.


























79）　A. ASHWORTH & J. HORDER, supra note （6）, at 111.




























81）　最判昭和 35 年 4 月 15 日刑集 14 巻 5 号 591 頁。


























82）　R v Pagett （1983）76 Cr App R279, at 339.
83）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 99.


























85）　CARD, CROSS&JONES, supra note （6）, at 64.
86）　R v Roberts （1971） EWCA Crim 4.


























87）　大阪地判昭和 40 年 4 月 23 日下集 7 巻 4 号 628 頁。
88）　神戸地姫路支判昭和 35 年 12 月 12 日下集 2 巻 11 ＝ 12 号 1527 頁。



























90）　R v Dear （1996） Crim LR 595.
91）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 109.


























92）　R v Wall （1802）28 State Tr51.
93）　R v Wall （1802）28 State Tr51, at 145.


























95）　R v Dhaliwal （2006） EWCA Crim 1139,at 634.
96）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 109.
97）　R v Le Brun （1991） 4 AER 673.
























98）　H. L. A. Hart and T. Honorè, supra note （42）, at 333; SMITH & HOGAN’S, supra 
note （3）, at 96.
99）　SMITH & HOGAN’S, supra note （3）, at 96.




















る暴行によって発症し被害者が死亡した事件（最 2 小昭和 25 年 3 月 31 日刑





























































者の介在事例における危険の現実化判断の考察―東京高判平成 27 年 5 月 29 日判例
時報 2296 号 141 頁」法学会雑誌 58 巻 2 号（2018 年）277 頁以下。





















ンションの居室から逃走し、その 10 分後、マンションから約 800 メートル離
れた高速道路に進入したが、走ってきた自動車に轢過されて死亡した。































103）　大谷實『刑法講義総論　新版第 4 版』（成文堂、2012 年）220 頁。
104）　永井・前掲注（1）273 頁以下。
105）　橋爪隆「危険の現実化としての因果関係（2）」法教 404 号（2014 年）89 頁。
















































































108）　例えば、神戸地姫路支判昭和 37 年 7 月 16 日下刑集 4 巻 7 ＝ 8 号 689 頁、東京
高判昭和 59 年 7 月 31 日判時 1137 号 154 頁、水戸地土浦支判昭和 63 年 12 月 13 日














































































　第三者の故意行為の先例に、米兵ひき逃げ事件（最決昭和 42 年 10 月 24 日
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検討を行ったが、日本ではドイツに倣い、学説的な見地からする理論も多数展
開されている。イギリスの因果関係論と、相当因果関係説からの派生的な諸見
解や客観的帰属論等、日本で提唱されている学説的な理論との相違についても、
さらに比較検討することが今後の課題である。
